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１．はじめに 

 通常の火災時に生ずる煙を有効に排出するこ

とができる特殊な構造の排煙設備の構造方法が、

平成 12 年建設省告示第 1437 号によって定めら

れた。これは、平成 12年 6 月 1日付建設省住宅

局建築指導課長から都道府県建築主務部長宛の

文書で、「近年、排煙設備に関する技術開発の進

展に伴い、送風機を設けることにより、有効に

煙を排出・制御する方式のもの等が実用化され

てきているが、こうした新たな技術と今後の技

術開発の進展に迅速に対応するため、特殊な構

造の排煙設備で、建設大臣が定めた構造方法を

用いるものについては、従前の排煙設備に関す

る技術的基準を適用しないこととした。また、

告示において、各室において給気を行う排煙設

備及び各室を統合した給気を行う排煙設備の構

造方法を定めた（建築基準法施行令第 126 条の

3及び告示第 1437 号関係）。」というものを受け

て定められたものである。 

 この特殊な構造の排煙設備は、機構上、煙を

押し出すことになるので通称「押し出し排煙」

と呼ばれることもあるが、換気設備の一般的な

呼び方にならって、第２種排煙方式と呼ばれる

ことが一般的である。一般に、第２種排煙方式

は、清浄な空気を機械力によって給気し、避難

経路など防護すべき空間の室内圧力を高めて煙

が侵入しないよう制御する方式とされている。

ところが告示に規定されている仕様だけによる

第２種排煙では、排煙設備（給気ファン）の起

動について、室内に煙が侵入してから行えばよ

いことになるため、煙が室内に侵入するまでは

起動されていないことになる点に特徴があり、

この意味では、「押し出し排煙」と呼ぶ方がより

適切と思われる。以上見てきたように、告示で

示された第２種排煙は、加圧防煙のためのシス

テムではなく、あくまで室から煙を排出する排

煙設備であるとみる必要がある。 

財団法人日本建築総合試験所で実施されてい

る建築防災計画評定において、最近、付室を対

象として以上で述べた告示に示される第２種排

煙による排煙設備を計画する事例が散見される

ようになり、また、アトリウムなど、火災発生

のおそれのある空間などにも適用例が出現しは

じめたところである。告示に示される第２種排

煙では、ある幅をもって風量、排煙口の開口面

積を設定することが可能であるが、単純に最低

の風量、開口面積を設定している計画が多い。

また、火災室での告示に示される第２種排煙の

適用については、火災室内での給気流が煙の流

動に及ぼす影響など、未解明の部分が残されて

おり、より慎重な取り扱いが望まれるところで

ある。 

筆者らは、この建築防災計画評定で、告示に

示される第２種排煙による排煙設備を設置する

ことの適否や、排煙口の開口面積・風量の設定

及び設置にあたっての注意すべき点などについ

て申請者と相談する中で、その建築物に告示に

示される第２種排煙による排煙設備を設置する

ことがふさわしいのか議論を行い、あるいは設

置するとしたら、その空間に求められる性能か

ら考えて、告示の範囲内で最も良い設計となる

ように助言を行い、また、財団法人日本建築総

合試験所に設けられた検討会において審議を重

ねてきた。以下では、これまでの検討過程にお

いて得られた知見を示す。今後、建築物におい

て告示に示される第２種排煙による排煙設備の

設置を検討される方々の参考となれば幸いであ

る。 
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